
出資団体台帳 出資団体名 21.公益社団法人岐阜県森林公社
所管課 林務課

１．出資団体概要 （令和５年６月２３日現在）

①法人分類 公益・一般社団法人 （ ） ⑨設立目的

②業務分類 農林水産 （ ） 定款に掲げる主な事業内容 現在の実施の有無 主な受益者

③主な活動範囲 県内規模 （ ） 分収方式による造林・育林、県営林の森林整備 実施 理由（ ） 事業者

④所在地 美濃市生櫛1612番地2　岐阜県中濃総合庁舎内 白山林道の整備・維持管理 実施 理由（ ） 観光客

⑤設立年月日 昭和41年11月1日 林業労働力の確保に関する事業 実施 理由（ ） 事業者

⑥従業員数
役員 (常勤) 1 人 (非常勤) 15 人 無料職業紹介に関する事業 実施 理由（ ） 事業者

正社員 (常勤) 30 人 (内出向) 8 人 理由（ ）

⑦役員等 役職名 氏名 市所属・職位 理由（ ）

代表者 理事長 高井　哲郎 理由（ ）

役員 理事 所　竜也 （県議会議員） 理由（ ）

理事 平野　祐也 （県議会議員） 理由（ ）

理事 久松　一男 （県林政部長） 理由（ ）

理事 洞口　博 （県森連会長） ⑩地域の関わり

理事 日置　敏明 （県山林協会長） 市町村合併前から市町村ごとに県森林公社との分収契約林を所有し、地域の森林を分収林によって継続的に整備してきた
。県下全域での森林整備をすすめる公社である。

理事 吉田　芳治 （県木材協同連合会長）

理事 藤原　勉 （本巣市長）

理事 岡部　栄一 （揖斐川町長）

理事 成原　茂 （白川村長） ⑪市民の関わり

理事 細川　正孝 （加子母森林組合長） 市内の森林所有者との分収造林契約締結により、公社の財源で森林整備を実施
市と公社分収割合は、高山市40：公社60となっており、市内には96ヘクタールの分収契約林がある。

理事 村雲　義英　他2名 （東白川村森林組合長）

⑧資本金 5,480 千円

出資者 資産種別 出資額 出資割合 ⑫経緯

高山市 出資金 250千円 4.6% 出
資
時
の
状
況

設立時の旧町村別の出資額は次のとおり
高山市30,000円、丹生川村20,000円、清見村20,000円、荘川村30,000円、宮村20,000円、久々野町30,000円、朝日
村30,000円、高根村20,000円、国府町20,000円、上宝村30,000円　計250,000円他自治体 出資金 4,080千円 74.4%

その他 出資金 1,150千円 21.0%

【備考】

そ
の
後
の
経
緯

H17.2.1　市町村合併により高山市が継承
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５．課題等

項目 市所管課 団体

Ｓ
Ｗ
Ｏ
Ｔ
分
析

内部分析

強み
・大口の出資者が岐阜県及び県内市町村であり、行政の関与が大きい。
・県内の森林面積は広く、森林所有者との分収造林契約も多いため、安定
した事業活動が出来る。

弱み
・国や県等の造林関係の補助金、金融機関等の借入金で運営している。
・行政との関わりが大きいため、外部の視点が少ない。

外部分析

機会
・災害等により公益的な面からの森林整備が重要視されている。
・自然保護、水源涵養などに対する関心が高い。
・国を挙げた脱炭素社会への取組みの推進

脅威
・施策の担い手不足
・森林所有者の意欲や関心の低下
・災害の多発や激甚化

事業面
（必要性、公益性、採算性、収益性など）

・単独の自治体や森林組合で実施できない事業に取り組んだり、広域的に
取り組むことで効率化や成果を出しており公共性が高いため、引き続き市
の関与が必要である。

財政面
（財務状況の現状や将来の見通しなど）

・事業運営は補助金や借入金に頼らざるを得ず、平成２４年に「経営改善
計画書」を作成し、経営改善に取り組んでいるが、木材価格の低迷が続く
ことが予想され、厳しい状況が続いている。

施設・設備
（所有する建物や設備等の状況など）

・公社として施設や不動産は所有していない。

組織・人員体制
（役員や従業員等の状況など）

・専門人材が確保できる体制が整っており、組織の面での課題はない。

公共施設等総合管理計画
（方針と今後の考え方）

―

自由記載
（団体や事業の今後のあり方や果たすべき
役割について）
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